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連 結 貸 借 対 照 表

(令和４年３月31日現在)

株式会社東京臨海ホールディングス （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営業未収入金及び売掛金

未 収 入 金

未収還付法人税等

未 収 消 費 税 等

有 価 証 券

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額

無 形 固 定 資 産

借 地 権

商 標 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

96,242,482

68,939,002

1,693,030

2,633,634

325,300

212,184

20,600,236

574,677

1,266,242

△1,825

285,141,906

251,855,096

391,151,357

77,469,481

14,717,427

4,991,734

61,713,302

247,108

1,653,927

△300,089,241

20,802,974

20,376,573

1,005

15,530

409,864

12,483,835

7,110,990

60,000

3,796,787

1,272,258

258,521

△14,722

流 動 負 債

営業未払金及び買掛金

一年以内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

預 り 金

前 受 運 賃

賞 与 引 当 金

未決算圧縮特別勘定

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

長 期 前 受 金

長 期 預 り 金

受 入 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

退職給付に係る負債

資 産 除 去 債 務

24,171,459

877,101

7,598,442

42,114

7,354,784

119,871

1,464,027

627,219

4,482,366

731,564

234,560

336,747

164,720

137,938

112,319,010

84,686,367

57,883

37,353

1,230,183

13,275,428

8,580,006

2,290,253

2,161,534

負 債 合 計 136,490,469

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

非支配株主持分

195,377,752

12,000,000

67,211,741

116,166,010

49,516,167

純 資 産 合 計 244,893,919

資 産 合 計 381,384,389 負債・純資産合計 381,384,389
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連 結 損 益 計 算 書

(自 令和３年４月１日 至 令和４年３月31日)

株式会社東京臨海ホールディングス （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 60,391,599

売 上 原 価 52,696,186

売 上 総 利 益 7,695,412

販売費及び一般管理費 3,841,626

営 業 利 益 3,853,786

営 業 外 収 益

受 取 利 息 72,215

業 務 受 託 料 収 入 100,237

そ の 他 84,291 256,744

営 業 外 費 用

支 払 利 息 574,203

そ の 他 28,263 602,467

経 常 利 益 3,508,063

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15,300

貯 蔵 品 等 受 贈 益 8,119

国 庫 補 助 金 等 受 入 額 4,270

そ の 他 212 27,902

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 657,216 657,216

税金等調整前当期純利益 2,878,749

法人税、住民税及び事業税 1,800,596

法 人 税 等 調 整 額 578,584 2,379,180

当 期 純 利 益 499,569

非支配株主に帰属する当期純利益 731,882

親会社株主に帰属する当期純損失 232,312
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連結株主資本等変動計算書

(自 令和３年４月１日 至 令和４年３月31日)

株式会社東京臨海ホールディングス （単位：千円）

株 主 資 本
非 支 配
株主持分

純資産合計
資本金

資 本
剰余金

利 益
剰余金

株主資本
合 計

令和３年４月１日残高 12,000,000 67,211,741 116,398,323 195,610,065 48,808,897 244,418,962

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

232,312 232,312 232,312

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 (純 額)

707,270 707,270

連結会計年度中の変動額合計 - - △232,312 △232,312 707,270 474,957

令和４年３月31日残高 12,000,000 67,211,741 116,166,010 195,377,752 49,516,167 244,893,919
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

① 連結子会社の数 ６社

② 連結子会社の名称 東京臨海熱供給株式会社

株式会社ゆりかもめ

株式会社東京テレポートセンター

株式会社東京ビッグサイト

東京港埠頭株式会社

株式会社ビッグサイトサービス

(2) 会計方針に関する事項

① 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

市場価格のない株式等

決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

移動平均法による原価法を採用しております。

② 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

(リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、一部の連結子

会社の車両は定率法を採用しております。

イ 無形固定資産

(リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における見込利用可能期間

に基づく定額法を採用しております。

ウ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

エ 投資その他の資産

長期前払費用 定額法を採用しております。
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③ 引当金の計上基準

ア 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

イ 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支

給見込額のうちの当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

④ 収益の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）及び「収益

認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 令和３年３月26日）

を当連結会計年度より適用し、顧客との契約について、下記の５ステップアプローチに基

づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における各履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社グループにおける主たる履行義務は、以下のとおりです。

(1)エリアマネジメント

当社グループは、一般社団法人東京臨海副都心まちづくり協議会より、臨海副都心地域

のエリアマネジメント業務を受託しております。

当該履行義務については、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引であり、履行

義務の充足に応じて収益を認識しております。

当該履行義務については、当社グループが本人として取引を行っているか、代理人とし

て取引を行っているかの判定を行い、当社グループが本人として取引を行っている場合に

は、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示しております。当社グループが代理人とし

て取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額のうち当社の事務費相当額で

収益を表示しております。

(2)熱供給事業

当社グループは、熱供給に関する事業として、臨海副都心地域に進出する企業等のため

に、冷熱及び温熱の製造、供給及び販売を行っております。

熱供給に関する事業の熱料金収入は、基本料金と従量料金から構成されます。基本料金

は、単位時間当たりの供給熱量の上限である契約容量の範囲で熱供給量の提供に基づき履

行義務が充足され、従量料金は、月間の熱需要に対し供給熱量の提供に基づき履行義務が

充足されます。いずれも毎月行う熱計量器の検針が行われた時点で履行義務が充足される

ため、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
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(3)交通事業

当社グループは、臨海副都心地域の基幹交通として輸送サービスを顧客へ提供していま

す。

①定期外運賃

定期外運賃に関する運輸収入は、顧客の利用時に履行義務を充足したと判断し、利用

区間に帰属する収益を認識しております。

②定期運賃

定期運賃に関する運輸収入は、定期券の有効期間にわたって履行義務が充足されるも

のと判断し、有効期間開始月から有効残存期間にわたって月割りにより収益を認識して

おります。

(4)ビル事業

当社グループは、ビルの管理・運営サービスを顧客へ提供しています。

当該履行義務については、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引であり、履行

義務の充足に応じて収益を認識しております。

(5)展示会事業

①会場管理・運営事業

当社グループは、東京ビッグサイトの管理・運営サービスを顧客へ提供しています。

当該履行義務については、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引であり、履

行義務の充足に応じて収益を認識しております。

②展示会主催・運営事業

当社グループは、展示会の主催・運営サービスを顧客へ提供しています。

当該履行義務については、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引であり、当

該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

(6)埠頭事業

①外貿埠頭事業における東京都からの受託業務

当社グループは、東京都より、東京都が所有する港湾関連施設の整備等を受託してお

ります。

東京都からの受託業務については、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引で

あり、履行義務の充足に応じて収益を認識しております。

当該履行義務については、当社グループが本人として取引を行っているか、代理人と

して取引を行っているかの判定を行い、当社グループが本人として取引を行っている場

合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示しております。当社グループが代理

人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額のうち当社グループ

の事務費相当額で収益を表示しております。

②建設発生土有効利用事業

当社グループは、東京都より、公共事業から発生した建設発生土や東京港の浚渫土砂

を有効利用する事業を受託しております。
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建設発生土有効利用事業の受託業務については、一定の期間にわたり履行義務が充足

される取引であり、履行義務の充足に応じて収益を認識しております。

当該履行義務については、当社グループが本人として取引を行っているか、代理人と

して取引を行っているかの判定を行い、本人としての性質が強いと判断しております。

そのため、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示しております。

③環境保全事業

当社グループは、東京都より、東京港内の水域における清掃船による清掃事業を受託

しております。環境保全事業の受託業務については、一定の期間にわたり履行義務が充

足される取引であり、履行義務の充足に応じて収益を認識しております。

当該履行義務については、当社グループが本人として取引を行っているか、代理人と

して取引を行っているかの判定を行い、本人としての性質が強いと判断しております。

そのため、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示しております。

(7)施設管理事業等

①共同溝等の管理受託事業

当社グループは、東京都より、共同溝等の施設の管理を受託しております。

東京都からの受託業務については、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引で

あり、履行義務の充足に応じて収益を認識しております。

当該履行義務については、当社が本人として取引を行っているか、代理人として取引

を行っているかの判定を行い、本人としての性質が強いと判断しております。そのため、

顧客から受け取る対価の総額で収益を表示しております。

②指定管理者関連事業

当社グループは、東京都及び江東区より、指定管理者として海上公園等の施設の維持

管理を受託しております。また、当該施設の一般利用者に対するサービスを提供してお

ります。

指定管理者関連事業について、東京都及び江東区からの受託業務は、一定の期間にわ

たり履行義務が充足される取引であり、履行義務の充足に応じて収益を認識しておりま

す。一般利用者に対するサービスは、役務の提供により当社グループの履行義務が充足

されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

当該履行義務については、当社グループが本人として取引を行っているか、代理人と

して取引を行っているかの判定を行い、当社グループが本人として取引を行っている場

合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示しております。当社グループが代理

人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額のうち当社グループ

の事務費相当額で収益を表示しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

ア 退職給付に係る負債の

計上基準

従業員に対する退職給付の支給に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務から年金資産の額

を控除した額を計上しております。

イ 不動産等を信託財産と

する信託受益権に関す

る会計処理

一部の連結子会社が保有する不動産等を信託財産と

する信託受益権については、信託財産を直接保有する

場合と同様に会計処理し、信託財産内の全ての資産及
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び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費

用勘定を連結貸借対照表及び連結損益計算書の該当勘

定科目に計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）及び「収益認

識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 令和３年３月26日）（以

下、「収益認識会計基準等」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又

はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま

れる金額で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算

書において、売上高は542,983千円減少し、売上原価は542,983千円減少しておりますが、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益には影響がありません。また、連結株主資本

等変動計算書において、繰越利益剰余金の当期首残高には影響がありません。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 令和元年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項

及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 令和元年７月４日）第44-２項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわ

たって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

また、金融商品に関する注記において、受入保証金の連結貸借対照表日における時価及び

その差額並びに時価の算定方法の注記を行うこととしました。

３．会計上の見積りに関する注記

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う展示会・イベントの開催中止・規模縮小等により、当

社グループの事業のうち、特に交通事業や展示会事業の業績は大きな影響を受けております。

当社グループでは連結計算書類の作成にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響が翌連結会

計年度から徐々に緩和していくものと仮定し、会計上の見積りを行っております。

主要な仮定については 善の見積りを前提にしておりますが、今後の新型コロナウイルス感染

症及び経済動向によって、事後的な結果と乖離が生じる可能性があります。

当社グループの連結計算書類の作成にあたり、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影

響を及ぼす可能性がある会計上の見積り項目は次のとおりです。
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(1) 固定資産の減損

① 当該連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額

減損損失 -千円 有形固定資産 251,855,096千円

無形固定資産 20,802,974千円

長期前払費用 3,796,787千円

（当該連結会計年度において減損損失を計上しておりませんが、翌連結会計年度の連結計算

書類に重要な影響を及ぼすリスクを鑑みて開示項目として識別しております。）

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

固定資産の減損の兆候の判定及び回収可能価額の算定の前提となる将来キャッシュ・フロー

が、将来の不確実な新型コロナウイルス感染症及び経済状況の変動による影響を受ける可能性

があり、これにより翌連結会計年度に固定資産の減損損失が発生し、翌連結会計年度の連結計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性

① 当該連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 1,272,258千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の回収可能性の前提となる見積課税所得は、将来の不確実な新型コロナウイル

ス感染症及び経済状況の変動による影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時

期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産

の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建 物 及 び 構 築 物 69,211,085千円

機 械 装 置 4,841,337千円

車 両 運 搬 具 6,059,548千円

工 具 器 具 備 品 135,535千円

土 地 38,679,392千円

合 計 118,926,900千円

(2) 担保に係る債務

一年以内返済予定長期借入金 3,531,879千円

長 期 借 入 金 47,024,650千円

合 計 50,556,529千円



〆≠●0
02_0494401142206.doc

6/2/2022 4:41:00 PM印刷 21/23

― 45 ―

(3) 固定資産の圧縮記帳に関する注記

固定資産の圧縮記帳累計額は以下のとおりです。

圧縮記帳累計額 52,629,862千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 普通株式 1,127,930株

６．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については為替リスクを伴わない預金及び債券等とし、また、資金

調達については銀行借入等による方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である営業未収入金及び売掛金、未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としております。

営業債務である営業未払金及び買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

長期借入金は、主として設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リス

クに晒されております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件を採用することにより当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

令和４年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりです。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額(*)

時価(*) 差額

(1) 現金及び預金

(2) 営業未収入金及び売掛金

(3) 未収入金

(4) 有価証券

(5) 投資有価証券

(6) 営業未払金及び買掛金

(7) 未払金

(8) 長期借入金

(9) 受入保証金

68,939,002

1,693,030

2,633,634

20,600,236

7,110,990

(877,101)

(7,354,784)

(92,284,809)

(13,275,428)

68,939,002

1,693,030

2,633,634

20,604,473

7,126,990

(877,101)

(7,354,784)

(92,329,731)

(11,297,623)

-

-

-

4,237

15,999

-

-

△44,921

1,977,804

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、及び (2)営業未収入金及び売掛金、並びに(3)未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(4)有価証券、及び(5)投資有価証券

これらの時価について、債券は取引所の価格又は日本証券業協会が公表している売買参考

値によっております。それ以外の有価証券については短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6)営業未払金及び買掛金、及び(7)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(8)長期借入金

長期借入金のうち、変動金利による主なものは、短期間で市場金利を反映することから、

時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金

利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。

(9) 受入保証金

受入保証金の時価は、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間に応じた将来キャッ

シュ・フローを信用リスクを加味した利率で割り引いて算定しております。

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社の一部の連結子会社では、東京都の臨海地域において、賃貸用のオフィスビル及び外貿コ

ンテナ埠頭等（土地を含む。）を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 当期末の時価

226,867,676 251,400,438

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。

(注2) 当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であ

ります。

(注3) 賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部の連結子会社で使用しておりますが、

当該使用比率が低く、重要性に乏しいため、上表に含めております。

８．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

当連結会計年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。
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期首残高 2,137,593千円

期中増減額（△は減少） 23,941千円

期末残高 2,161,534千円

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上していないもの

当社の一部の連結子会社は、東京都が保有する共同溝、港湾施設用地及び道路等に関して、共

同溝使用許可、港湾施設使用許可及び道路占用許可に基づき、返還時に当該連結子会社が保有す

る地域冷暖房配管、コンテナターミナル、走行路設備及び駅設備等を撤去することの原状回復に

係る債務を有しております。しかし、当該債務に関連する共同溝、港湾施設用地及び道路等の実

質的な使用期間及び占用期間については、東京都の政策の動向に左右されるものであり、当社グ

ループの裁量だけで決定できるものではないため、資産除去債務を合理的に見積ることができま

せん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

９．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 収益の計上基準」に同様の内容を記載

しているため、注記を省略しています。

10．１株当たり情報に関する注記

１ 株 当 た り 純 資 産 額 173,217円 98銭

１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 205円 96銭

11．その他の注記

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表の記載金額は、千

円未満を切り捨てて表示しております。




